
次期行政改革プランの策定について 

■ ３月～６月 行政改革プラン策定検討委員会の開催

■ ６月中～下旬  次期行政改革プラン原案の作成 

６月議会で原案を提示 

■ ７月～８月   パブリックコメントの実施、意見反映 

■ ９月      ９月議会で成案を提示 

          次期行政改革プランの策定 

■ １０月     次期行政改革プランへ移行 

 ３月１３日（火）：第１回会議 

（主な議題） 

 検討委員会の進め方について 

 本市の現状と課題認識について 

（財務の状況、組織の状況、人事の状況、行革の取組状況）

 市の方針（重点的に取り組む事項）の説明 等 

 ４月～６月：期間中２～３回開催 

（主な議題） 

 各会議で示された意見の整理やデータの提示 

 行政改革プランの方向性（総論） 

 個別の取組への改革の方向性（各論） 

 委員会での意見を踏まえ、素案をとりまとめ 



新潟市行政改革プラン策定検討委員会 

■ 開催目的 

次期行政改革プラン（計画期間：平成30～34年度）の策定にあた

り、外部有識者からの客観的かつ専門的な視点の意見を聴取する。 

■ 委員構成  外部有識者６名で構成 

（敬称略・50音順）
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新潟大学経済学部経済学科 准教授 


